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１．はじめに
　広島県東部の備後地域（ここでは、福山市、府中市、尾道市、三原市をその主な圏域とする）は、

金属製洋食器の生産で知られる新潟県燕市など、多くの地場産業集積地に見られるように特定の分

野に特化することなく、繊維、家具・木工、食料品などの伝統的な地場産業から、造船、一般機械、

ゴム、プラスチックなどの近代的な重化学工業、そして、先端的なハイテク産業に至る幅広い製造

業分野が厚く集積する場所として知られる１。

　しかし、図 1 でもわかるように、1990 年代の初めごろをピークに製造業事業所数および従業者

数ともに急速に減少している。これは、1985 年のプラザ合意以降、急速に円高が進んだだけでなく、

1980 年代から 90 年代にかけての平均賃金の高騰により（図 2 を参照）、製造業輸出が大打撃を受け、

この時期以降、製造業の生産施設の海外移転が活発化したためであると思われる。なお、ここでは

企業の海外進出という言葉を、主として合弁企業や単独現地法人の設立などの海外への直接投資と

して用いるが、製造業企業の中には海外企業に生産委託を行っているものもあり、これも日本企業

の海外進出と捉えることとする。
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経済産業省「工業統計調査」より作成

＊　福山大学経済学部（shojiro@fuec.fukuyama-u.ac.jp）
１　鍋島正次郎（2006）「備後地区産業集積研究序説」（『福山大学経済学論集』、第 31 巻第 1 号、pp.75-76。
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広島県「毎月勤労統計調査」より作成

　ただし、このような状況は備後地域に限らず、日本社会全体について言えることである。そこで

以下では、まず、企業がなぜ海外進出、なかでも海外直接投資によって現地法人の経営を行おうと

するのか、その動機についてまとめ、近年の日本企業の海外進出、特にアジア地域への進出の状況

について概観し、進出先や進出業種の経時的な変化について簡単にまとめてみる。そして、その上で、

備後地域の企業の海外進出の経緯や現状、さらには、備後企業の海外進出の進展が地域経済にもた

らした影響について考察することにする。

２．企業の海外進出の動機
　本来営利組織である企業は、より大きな市場、よりコスト削減の可能な場所を求めて特定地点に

立地する。特に、日本のようにすでに高度に産業化が進んでいるうえに、急速に少子高齢化してい

る国では、企業は国内で高い労働コストと収縮する市場に直面することになるため、企業の多くは

安い労働力や大きな市場を求めて、製品の輸出を行ったり、国外に生産施設を移転したり、海外出

店したりする。

　海外市場へのアクセスの手段である製品輸出、海外企業への生産委託、海外直接投資の内、企業

が海外直接投資という方法を選択するのは、(1) 生産活動に必要なノウハウや技術を海外に移転する

ことで、投資先の企業よりも有利な立場に立てる場合か、(2) 国内で生産して輸出をするよりも、国

外で生産する方が有利な場合か、(3) 外国企業に生産委託するより、海外現地法人を設立して、自社

で海外現地法人をコントロールした方が、高い利益が期待できる場合であるという２。特に、自国通

貨の為替レートや賃金水準の上昇の下では、製造業企業の多くは国内で生産し、その製品を海外に

輸出するよりも、為替レートや賃金水準の低い他国で生産し、その製品を本国や第三国に輸出する
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ことを選ぶだろう。

　また、海外直接投資は水平的直接投資と垂直的直接投資に分類される。水平的直接投資は、海外

拠点で国内とほぼ同様の生産活動を行うもので、先進国への直接投資に広くみられる。そのメリッ

トは、企業の所有する技術やノウハウは、低コストで他の生産拠点に導入が可能であるため、生産

拠点を増やすことで技術やノウハウの活用を最大化できることと、市場への近接性によって貿易費

用を節約できるということである。水平的直接投資のデメリットは、生産拠点を分散させることに

よる規模の経済性の喪失である３。一方、垂直的直接投資は、国内の生産工程の内、労働集約的な工

程を賃金の安い途上国に移転させることであり、日本の半導体メーカーのアジア向け投資がその典

型である。半導体の生産工程は、高度な生産技術とクリーンルームが必要な前工程と、検査や組み

立てなどの労働集約的な後工程で構成され、1970 年代、1980 年代頃から労働集約的な後工程の海

外移転が行われてきたという４。

　ただし、水平的直接投資は欧米先進国向けだけに限らない。以下でも述べるように、1980 年代、

90 年代までの日本企業の直接投資は欧米では非製造業中心、アジア諸国では製造業中心だったが、

2000 年代以降、アジア諸国でも非製造業の海外現地法人の数が増えてゆく。2000 年代以降の備後

企業の海外現地法人には、単に「製造」ではなく、「製造・販売」、「製造・販売・メンテナンス」な

どを事業内容とするものが増えてゆく。このことは、アジア諸国における経済成長が国民の購買力

を向上させ、これらの国々を備後企業にとっての新たな市場に変えていったことを意味している。

　さらに、直接投資は新規投資か既存企業の買収（M&A）かという観点からも考えることができる。

生産コストが高い国の企業が高い生産性を持っている場合、生産コストの低い国に投資する際には

新規投資が先行され、生産コストに差がない場合は、地場企業が所有する顧客やサプライヤー・ネッ

トワークなどを獲得するため、M&A が主流となる５。

２　松浦寿幸（2015）『海外直接投資の理論・実証研究の新潮流』、公益財団法人三菱経済研究所、p.13。
３　松浦寿幸（2015）、前掲書、pp.14-16。
４　松浦寿幸（2015）、前掲書、pp.18-19。
５　松浦寿幸（2015）、前掲書、pp.26-27。
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３．日本企業のアジア進出の経緯と現状
　1960 年代から 70 年代までの日本の製造業は、繊維などの軽工業から鉄鋼・化学などの素材型重

工業へ、さらに電機・輸送機などの組立型重工業へと展開していった。それに対応して繊維産業や

鉄鋼産業のライフサイクルは成長段階から成熟段階へと変化し、リーディング・インダストリーと

しての座を組立型重工業に譲った。また同じ時期、韓国などのアジア NIES 諸国では、繊維産業や鉄

鋼産業のライフサイクルが成長段階に入り、日本国内の繊維産業によるアジア向け直接投資の増大

は、アジアでの繊維産業の拡大と日本国内での繊維産業の合理化・縮小をもたらした６。

　そして、1980 年代後半以降の日本の対外直接投資の増大は、リーディング・インダストリーであ

る組立型重工業を中心に行われてきたが、これは同じ時期に韓国などのアジア NIES においても電機・

輸送機といった産業がリーディング・インダストリーになっていき、国際競争が激化していったこ

とと関連している７。そして、このような産業のライフサイクルと、次に述べる日本の実質実効為替

レートの急騰が、70 年代の繊維産業の場合と同様な状況を、日本国内の電機・輸送機などの産業に

引き起こしていると考えられる。

　2000 年頃から 2007 年頃までは、実質実効為替レートが下落を続けたため、日本からの輸出数量

は増加を続けたが、2007 年のサブプライムローン問題の発生以降、実質実効為替レートは大幅に上

昇し、その後は、2012 年末まで高水準を維持した。この間、日本の輸出数量は、リーマン・ショッ

ク前の水準に回復できなかった。2012 年末以降、実質実効為替レートは大幅な低下に転じたが、日

本の輸出数量は増加に転じず、横ばいのままとなっている８。

　こうした中で、日本の製造業企業の多くは、それ以前からすでに活発化していた合弁や単独出資

の海外現地法人による生産を加速していった。そして、2000 年以降の国内企業と海外現地法人の売

上については、少なくともリーマン・ショックまでどちらも売上額を拡大しているが、国内企業に

対する海外現地法人の比率は緩やかに上昇している。リーマン・ショック後、海外比率は一時的に

低下したものの、再び上昇している。また、経常利益については、売上と同様に、国内企業、海外

現地法人ともに利益額を拡大しているが、2000 年代、海外現地法人の方が急速に拡大しているため、

海外比率は上昇している。内部留保残高についても、リーマン・ショックまで国内企業、海外現地

法人ともに増加したが、上昇のペースは海外現地法人の方が早く、海外比率は急速に上昇している。

このように日本企業は海外で利益を稼ぎ蓄積する傾向が強まってきている（表 1 を参照）９。

６　鈴木洋太郎（1999）『産業立地のグローバル化』、大明堂、p.88。
７　鈴木洋太郎（1999）、前掲書、pp.88-89。
８　経済産業省（2015）『通商白書 2015』、pp.57-58。
９　経済産業省（2015）『通商白書 2015』、pp.178-179。
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表１．海外現地法人の国内に立地している企業に対する比率
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　アジア地域は早くから日本企業の最も重要な進出先だったが、その法人数と全地域に占める割合

は増加し続け、2013 年には日本企業の海外現地法人の 66.3％がアジアに立地している。中でも中

国には日本企業の海外現地法人の 1/4 以上がある（表 2 を参照）。その一方、北米やヨーロッパでは、

法人数自体は増加しているものの、日本企業の進出先としての比重には、低下傾向がみられる。

表２．日本企業の海外法人数と地域別比率
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　日本企業のアジア地域への進出は、1980 年代前半までは韓国・台湾・香港・シンガポールのいわ

ゆるアジア NIES が主な進出先だったが、1980 年代後半以降はタイ・マレーシア・インドネシア・フィ

リピンの ASEAN4 や中国といった新興国への進出が増大し、2000 年代以降は中国への進出が顕著

になったという。しかし、近年は中国における賃金の高騰や反日リスクを嫌って、ASEAN4 やベト

ナムへの進出が増大しているという 10。

10　鈴木洋太郎（2015）「日本企業のアジア市場志向立地とバリューチェーン構築　―その実態と理論的理解―」、鈴木
洋太郎 編『日本企業のアジア・バリューチェーン戦略』、新評論、p.4。

− 5 −



備後企業のアジア進出と地域産業構造の転換

　たしかに 1987 年度から 1993 年度までの 6 年間にアジア NIES と ASEAN4 の日本企業の現地法

人の増加率はそれぞれ 44.6％と 106.4％、また、1993 年度から 2000 年度までの 7 年間の増加率

は 103.2％と 149.5％だが、2000 年度から 2007 年度までの 7 年間のそれぞれの増加率は 6.9％と

11.5％と急速に鈍化している（表 3 を参照）。

表３．日本企業の海外現地法人数と地域別増減率（%）
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　中国（香港を除く）の海外現地法人の増加率は、1980 年代まではデータが手に入らないが、

1993 年度から 2000 年度までが 856.4％、2000 年度から 2008 年度までが 146.1％と急増して

いるのに対して、2007 年度から 2013 年度までの 6 年間は 74.4％となり、大きく増加してはいる

が、そのスピードは鈍化している。一方、2007 年度から 2013 年度までの期間に、アジア NIES と

ASEAN4 の現地法人はそれぞれ 35.4％と 45.1％と再び増加スピードが上昇し、開放改革政策を採用

したベトナムでも、同時期 156.3％と大きな増加率となっている。

　そして、アジア全体での日本企業の海外現地法人の増加率は、64.1％（1987 年度～ 1993 年度）、

178.9％（1993 年度～ 2000 年度）、37.6％（2000 年度～ 2007 年度）、59.3％（2007 年度～

2013 年度）で、1990 年代以降、アジアは世界のどの地域よりも日本企業にとっての進出先として

選好される地域となっている。

　また、そのような主要進出先の経時的変化とともに、各進出先が日本企業に対して持つ意義も時

間経過とともに変化してきている。アジア諸国で一人当たり GDP が上昇するにつれ、それまでの

安価な労働力を獲得できるコスト削減の場所としての魅力が減じていった一方、成長性が期待でき

る市場開拓の場としての魅力が増してきている。特に 2000 年代以降は、アジア NIES だけでなく、

ASEAN4 や中国の市場としての重要性が大きくなってきており、ベトナムも一人当たり GDP はいま

だ低いものの上昇傾向がみられ、今後の市場として大いに期待できるという 11。

11　鈴木洋太郎（2015）、前掲書、p.6。
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　上記のことを表 4 から確認すると、1980 年代にはすでに非製造業の海外現地法人が 6 割を超え

ていたヨーロッパに対して、アジア NIES における日本企業の海外現地法人は、1987 年度の段階では、

製造業 59.4％に対して非製造業 40.6％と製造業の現地法人が 6 割近かったが、年々その比率は低下

してゆき、2013 年度には製造業 29.9％に対して非製造業 70.1％と非製造業の割合が 7 割に達して

おり、これはヨーロッパにおける比率とほぼ等しい。

　ASEAN4 における日本企業の海外現地法人の製造業比率は、1987 年度の 66.3％から 2013 年度

の 58.1％、また中国におけるそれは 1993 年度の 76.5％から 2013 年度の 58.8％へと、いまだに製

造業の現地法人の方が非製造業の現地法人よりも多いが、その比率は減少してきている。また、ベ

トナムにおいても、1993 年度には 4 法人すべてが製造業だったが、2013 年度には製造業 62.3％と、

やはりその割合は減少している。

表４．日本企業の海外現地法人の地域別製造業−非製造業比率
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　そして、上記のことが賃金や所得水準の上昇とどれだけ関連しているかをみるため、ここでは日

本貿易振興機構の『アジア・オセアニア主要都市 ・地域の投資関連コスト比較』を利用する。まず、

アジア各都市の製造業企業の一般工員の米ドル換算された賃金月額をみると、アジア通貨危機やリー

マン・ショックなどの影響によると思われる激しい下落と上昇があるが、1995 年 9 月のレポート（第

1 回）と 2013 年 6 月のレポート（第 25 回）で比べると、おおむね上昇していることが分かる。特

に中国の各都市の上昇が大きい（表 5 を参照）。一方、日本からは比較対象として横浜が選ばれてい

るが、2012 年末以降の急激な円安によって、米ドル換算された賃金月額は急速に減少している。
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表５．アジア主要都市における製造業企業の一般工員の賃金（月額）
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圳

　次に、アジア各都市の名目賃金上昇率をみると、1997 ～ 98 年ごろと 2009 年にいくつかの都市

で名目賃金が減少しているが、これらはそれぞれアジア通貨危機やリーマン・ショックによる影響

と思われる。特に、ジャカルタ（インドネシア）では 1997 年と 1998 年に大きく賃金が下落している。

しかし、それ以外の年には（横浜を除く）アジアの多くの都市で名目賃金は上昇している。それに

対して、横浜では表に掲げた期間中の半分以上の年で名目賃金が下落している（表 6 を参照）。
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表６．アジア各都市における名目賃金上昇率
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　そして、これらのデータを利用して、1994 年から 2013 年までの 20 年間の各都市の賃金上昇の

大きさを計算すると、横浜を除くすべての都市で 2013 年の名目賃金は 1994 年時点のそれよりも

大きく、中でも中国（香港を除く）の各都市の賃金成長が大きいが、2013 年の横浜の名目賃金は

1994 年の 0.88 倍となっており（表 7 を参照）12、日本とアジア諸国における賃金格差は明らかに

12　各都市の各年度の名目賃金上昇率を 

9 
 

 

1994 2013 20

2013 1994

2013

1994 0.88 7 12

                                                   
12  !!     ! = 1995,⋯ , 2013  

 

1 + !!

!"#$

!!!""#

= 1 + !!""# 1 + !!""# ⋯ 1 + !!"#$  

圳

 (

9 
 

 

1994 2013 20

2013 1994

2013

1994 0.88 7 12

                                                   
12  !!     ! = 1995,⋯ , 2013  

 

1 + !!

!"#$

!!!""#

= 1 + !!""# 1 + !!""# ⋯ 1 + !!"#$  

圳

=1995, … ,2013) として次のように計算した：

9 
 

 

1994 2013 20

2013 1994

2013

1994 0.88 7 12

                                                   
12  !!     ! = 1995,⋯ , 2013  

 

1 + !!

!"#$

!!!""#

= 1 + !!""# 1 + !!""# ⋯ 1 + !!"#$  

圳

− 9 −



備後企業のアジア進出と地域産業構造の転換

縮小していることが分かる。そして、アジア諸国の少なくとも都市部における上記のような所得の

向上によって、これらの地域は日本企業にとって生産の場から新たな市場へと、その意義を変化さ

せてきている。

 

表７．アジア各都市における 2013 年度の名目賃金水準（対 1994 年度比）
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４．備後企業の海外進出の現況

4.1　資料について

　備後地域の企業の海外進出の状況を知ろうとするとき、個別企業に関する最も詳細な情報を提供

してくれるのは、東洋経済新報社の『海外進出企業総覧 会社別編』（1993 年以降、年 1 回刊行）だ

ろう。同書には、日本側出資企業名、同本社所在地、現地法人名、代表者名、所在地、進出年月、

資本金、出資比率、従業員数（日本側派遣者数）、売上高、事業内容、投資目的などの詳細な情報が

掲載されている。しかし、同書から上記のような詳細データを得られるのは、出資比率 20％以上の

現地法人を 2 つ以上持つ企業についてのみであり、出資比率 20％以上の現地法人を 1 つ持つ企業に

関しては、日本側出資企業名、同本社所在地と進出先の情報のみで、出資比率が 20％未満の現地法

人に関しては掲載されていない。

　それに対して、公益財団法人ひろしま産業振興機構が年 1 回発行している「海外進出企業ダイレ

クトリー」には、海外進出状況に関する文書照会に回答し、掲載に同意した県内企業・事業所について、

企業名、本社所在地、進出先、現地法人名、進出形態（単独現地法人、合弁、駐在員事務所、生産委託、

等）、事業所形態（製造、販売、営業、メンテナンス、等）、設立年、従業員数（日本人数）、資本金、

主要製品・取扱品などの情報が掲載されている。ただし、照会を受けたすべての企業・事業所が掲

載に同意しているわけではなく、また、企業・事業所側からの文書回答に基づくため、多くの項目

に関して省略・欠落が見られる。さらに、個々の掲載企業・事業所のいくつかの会社 HP 情報と突

き合わせてみると、必ずしもすべての海外現地法人について回答しているわけではないこともわか

る。

　しかし、「海外進出企業ダイレクトリー」の方が、『海外進出企業総覧 会社別編』よりも備後地域

の掲載企業・事業所数、海外現地法人等の数が多く、例えば、2000 年の備後企業とその海外現地法
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人等の数に関しては、『海外進出企業総覧 会社別編』が 28 社 58 現地法人であるのに対して、「海外

進出企業ダイレクトリー」は 49 社 100 現地法人となっている。そのため、備後企業の海外進出の

状況についての詳細な情報が得られると考え、以下では、2000 年、2008 年、2015 年の「海外進

出企業ダイレクトリー」から、備後地域（前述のように、福山市、府中市、尾道市、三原市）の企

業を抜き出し、業種、進出先と事業内容（製造業 / 非製造業）についての情報をまとめ、近年の備

後企業の海外進出の動向について簡単な考察を加えたい。なお、上記の情報の省略・欠落の部分（特

に事業所形態）については、他年度の「海外進出企業ダイレクトリー」や同一年度の『海外進出企

業総覧 会社別編』を用いてできるだけ補ったが、なおも不明な場合については、そのまま不明とした。

4.2　備後企業のアジア進出

　本稿の冒頭でも述べたように、1985 年以降の急速な円高や 1980 年代から 90 年代にかけての平

均賃金の急騰により、備後地域の製造業企業は、製品輸出に代わって生産施設の海外移転を活発化

させてきた。最近 7 年間（2006 年～ 2012 年）の広島県全体の地域別輸出額の推移をみると、広

島県から世界各地域への輸出額は年によって大きく増減があるが、2006 年と 2012 年を比較する

と、この 7 年間に「大洋州」と「中東欧・ロシア等」を除く地域で輸出額はあまり伸びていないか、

減少している。上記 2 地域に関しては、輸出額全体に占めるパーセンテージがあまり大きくなく、

2012 年では「大洋州」6.5％、「中東欧・ロシア等」1.8％である（表 8 を参照）。
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表８．広島県の輸出額（2006 年〜 2012 年）
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　備後地域の企業が進出先として選ぶ地域は、少なくとも 2000 年代以降、圧倒的にアジア地域で

あり、「海外進出企業ダイレクトリー」の 2000 年版では 73 法人（全体の 73.0％）、2008 年版では

95 法人（同 85.6％）、2015 年版では 126 法人（同 87.5％）と、法人数も全地域に占める比率も増

大している（表 9 を参照）。2013 年時点において日本企業の海外法人のアジア地域への立地が全体

の 66.3％であったことからすると（前掲の表 2 を参照）、備後企業のアジア志向の大きさが分かる。

また、アジア諸国の中でも、特に中国が進出先として選好されている（表 2、表 9 を参照）。

表９．備後企業の海外事業所の地域別比率
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　このような備後企業のアジア志向は、製造業を主業とする企業だけでなく、非製造業企業にも顕

著である。むしろ非製造業企業の海外現地法人のアジア立地の割合は、製造業企業のそれよりも高

く（表 10 を参照）、備後企業にとって、アジア諸国が単にコスト削減の場としてだけでなく、最も

重要な市場として意識されてきていることが分かる。

 

表 10．主業（製造業／非製造業）別備後企業の海外事業所の地域比率
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　そして、このことは、海外現地法人の事業内容（製造業 / 非製造業）についてみてみると、一層

よくわかる。例えば、企業本社の主業が製造業であっても、その海外現地法人の事業内容は販売、

営業、メンテナンスなどの非製造業であったり、逆に、企業本社の主業が非製造業であっても、そ

の海外現地法人の事業内容は製造であったりする。そこで、海外現地法人の事業内容という観点か

ら地域別の製造業 / 非製造業比率を見ると、北米やヨーロッパ、また、比較的早くに工業化を達成

したアジア NIES では、2000 年時点ですでに日本企業の現地法人の内、非製造業の法人が 6 割を超

えていたのに対して、同時期に ASEAN4、中国、ベトナム、またアジア全体では製造業の法人の方

が多かった。しかし、2015 年の時点では、最も多くの現地法人が集中する中国で、非製造業の法人

の方が多くなっている（表 11 を参照）。

 

表 11．備後企業の海外事業所の地域別製造業−非製造業比率＊）
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　さらに、この表 11 の中で「製造業」にまとめられている法人の中には、事業内容が「製造」だけ

でなく、「製造・販売」、「製造・加工・販売」、「製造・メンテナンス・販売」などとなっているもの

が少なからずある。そのため、実際にはアジア地域で非製造業に携わっている現地法人の割合はもっ

と高くなる。
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５．備後企業の海外進出が地域経済にもたらした影響

　最後に、以上に見たような備後地域における企業、なかでも製造業企業の海外進出の進展は、こ

の地域の社会や経済にどのような影響をもたらしたかを考察してみたい。

　備後地域では、1970 年代後半以降、製造業従業者数が一貫して減少していった一方、総人口は

1980 年代半ばまでは増加し、その後減少に転じている（図 3 を参照）13。そのため、生産施設の海

外移転とそれに伴う製造業従業者数の減少と、総人口の増減との間には、あまり関係はないように

思える。しかし、備後 4 市ごとの総人口の動向をみると、尾道市と府中市では 1970 年代後半以降、

ほぼ一貫して人口減少を続け、三原市は 1980 年代前半まで緩やかに増加しているが、それ以降は

減少に転じ、福山市のみは人口が増大している。ただし、1980 年代後半以降、福山市の人口増加の

スピードは明らかに低下している（図 4 を参照）。つまり、1980 年代前半までは、圧倒的に人口規

模の大きい福山市における人口増が、他 3 市における人口減少分を大きく上回ったため、備後地域

全体で人口は増加したが、1980 年代後半以降、福山市における人口増加分を、他 3 市の減少分が

大きく上回ったため、備後地域全体で人口減少が急速に進んできたことが分かる。

 

図３．備後地域の総人口と製造業従業者数の推移
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総務省「国勢調査」より作成

 

13　各年度の国勢調査を利用しているが、1995（平成 7）年度調査までは、現在の市域と一致させるため、三原市には
賀茂郡大和町、豊田郡本郷町、御調郡久井町を、尾道市には因島市、豊田郡瀬戸田町、御調郡御調町、御調郡向島町を、
福山市には沼隈郡内海町、沼隈郡沼隈町、深安郡神辺町、芦品郡新市町を、府中市には甲奴郡上下町を加えてある。
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図４．備後各市の人口の推移
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総務省「国勢調査」より作成

　このことから、福山市は、1970 年代後半以降の全国規模で進行していった経済の第三次産業化

の動きと歩調を合わせていたといえる一方、他 3 市は製造業を中心とした産業構造を維持し、製造

業の縮小が総人口の流出・減少をもたらしたと考えられる。このことを数字の上から確認するため、

1970 年代後半以降の全国と備後 4 市の総人口と製造業従業者数に関する表 12 のデータから、総人

口と製造業従業者数の相関係数を計算すると表 13 のようになる。すると、福山市を除く備後 3 市

では、総人口と製造業従業者数との間には強い相関が確認できる。

 表 12．備後地域の総人口と製造業従業者数の推移
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 表 13．総人口と製造業従業者数の相関係数
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　また、2001 年から 2012 年までの総生産に占める製造業生産額の比率をみても、この間、全国平

均では 20％前後で安定的に推移し、福山市では 2005 年の約 39％をピークに、それ以降減少して

行き、2010 年に 21％にまで落ち込み、その後 2012 年には約 25％となっている。それに対して、

三原市、尾道市、府中市では、この間、おおむね 30％以上の水準で、中でも府中市の総生産に占め

る製造業生産額の比率は、最も落ち込んだ年度（2009 年度）でさえ、45％以上と、府中市経済に

占める製造業の圧倒的な重要性が顕著である。

 図５．備後地域の総生産に占める製造業生産額の比率
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内閣府「国民経済計算」および広島県「市町民経済計算」より作成

　以上のことから、福山市を除く備後 3 市では市域内での製造業生産の消長が地域経済の盛衰と強

く結びつき、ひいては総人口の増減を左右している。そして、これら 3 市における製造業生産の縮

小は、アジア地域における 1980 年代以降の急速な組立型重工業の進展と緊密に結びついている。

それに対して、福山市は他 3 市に比べると早くから全国規模での産業構造の変化に対応し、製造業

生産の縮小が人口成長を抑えはしたが、人口減少を招いてはいない。
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　産業の雁行形態的発展モデルによれば、ある地域において個別産業レベルで成熟・衰退化が進行し、

生産拠点の移転が生じたとしても、新たなリーディング・インダストリーが登場し、「生成→成長→

成熟（衰退）」という新たなライフスタイルをその地で始めれば、地域全体としての産業空洞化の問

題は生じないという。実際、1970 年代前半にそれまで日本の輸出産業を牽引してきた繊維産業が成

熟・衰退の段階に入ると、製造業従業者全体に占める繊維産業従業者の割合は 10％を下回るまでに

減少したが、他方、電機・輸送機産業の同割合は 20％を超え、新たなリーディング・インダストリー

として急成長していった 14。

　同様のことが1980年代後半以降にも生じれば、地域の産業空洞化は回避できる。実際、福山市では、

1980 年代後半以降も、成長速度は低下したものの、少なくとも 2010 年まで総人口は増加している。

これは、1970 年代後半以降、福山市の産業構造転換（この場合は非製造業化）が進行してきており、

国内または地域内の製造業の縮小の影響が小さくなったためと思われる。他 3 市に関しては、主力

産業である電機・輸送機や化学などの製造業の生産拠点がアジア地域を中心とする海外に移転され

る一方、新たな成長産業がいまだ十分に展開できていないため、主力産業における雇用喪失が直ち

に人口減少につながったものと思われる 15。

６．おわりに

　以上、各種資料に基づいて、備後企業の海外進出の現況と、それが地域経済に及ぼしてきた影響

について概観したが、製造業、非製造業という大まかな分類の下での考察だった。しかし、実際には、

時期によって海外進出を加速させる業種には違いがある。そこで今後は、各業種の海外における進

出先や進出形態に関する意思決定のあり方について考察したい。

14　鈴木洋太郎（1999）、前掲書、p.88。
15　これら 3 市を含めた備後地域全体において、そのような成長産業分野が皆無というわけではないことは、張楓（2015）

「備後地域における企業の海外進出と地域経済の課題 ―高付加価値産業の創出と育成に向けて―」（『福山大学経済学
論集』、第 39 巻第 1、第 2 合併号、pp.298-56）を参照のこと。
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Expansion of Companies in Bingo Region, 
Hiroshima Prefecture, to Asia and Transformation 

of the Regional Industrial Structure

Shojiro Nabeshima

Abstract
　The Bingo region, situated in the eastern part of Hiroshima Prefecture, consists of Fukuyama City, 

Fuchu City, Onomichi City, and Mihara City, and is known for an agglomeration of a wide range of 

industries. However, owing to the appreciation of the yen since 1985 and rise in the wage level from 

the 1980s through the 1990s, the companies here have faced difficulties in product exports and have 

thus transferred their production facilities to foreign regions, especially the Asian region, in recent 

years. Further, since the early 1990s, the Bingo region has witnessed a rapid decline in the number of 

both manufacturing establishments and employees.

　Fukuyama City, the central city of the Bingo region with the largest population, has not noted a 

decrease in total population, whereas the total population has been decreasing rapidly in the other 

three cities. This is because in Fukuyama City, parallel to the deterioration of the manufacturing 

industry, the tertiary industry progressed in some measure, and a new industry and source of 

employment thus emerged. In the other three cities, the manufacturing industry’s stagnation has led 

to a decline in the local industry and employment, and consequently, a population outflow.

　Thus, for the vitalization of the Bingo region, it is necessary for the entire region, including 

Fukuyama City, to create and develop new growth industries.
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